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2019年3月期決算 損益ハイライト

●不動産商品 件、建築商品 件、合計 件を引渡し
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億円

たな卸資産

2018年3月期決算

販売用不動産 仕掛販売用不動産

●1-3月の販売が予定より若干落ち込む、たな卸資産を販売強化へ
●保有目的変更により8.04億円を固定資産からたな卸資産へ

2019年3月期決算 たな卸資産

販売用不動産 仕掛販売用不動産



0%

50%

100%

2001年4月 2004年1月 2006年10月 2009年7月 2012年4月 2014年12月 2017年9月 2020年6月

3

自社管理物件 棟
高水準の入居率を維持

＊2019年3月31日時点の実績出所）会社データ

入居率

⾧期安定利回り

物件完成時期

●景気に左右されにくい不動産を投資家へ提供

●⾧期的視点に立ち、生涯家賃収入の観点から物件を供給

2019年3月

％

全物件の入居率は

昨年度：98.1%
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事業別売上高構成比と販売実績

売上高構成比 販売物件

●不動産投資支援事業は、不動産商品と建築商品にて構成

●不動産マネジメント事業は自社開発物件の管理等を実施

2019.3期
売上高
億円

不動産投資支援事業不動産マネジメント事業

不動産

建築
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19.3期 当初予定 19.3期 実績

不動産商品 建築商品

来期に
販売予定



5

2019年3月期決算 セグメント別分析

(単位：百万円)

18.3期 19.3期 増減額 増減率

売上高(百万円) 13,945 14,164 218 1.6％

不動産投資支援事業 13,500 13,622 121 0.9％

不動産マネジメント事業 445 541 96 21.7％

営業利益(百万円) 1,237 1,012 △224 △18.2％

不動産投資支援事業 1,164 884 △279 △24.0％

不動産マネジメント事業 73 127 54 74.4％

営業利益率(％) 8.9% 7.2% -

不動産投資支援事業 8.6% 6.5% -

不動産マネジメント事業 16.5% 23.6% -

期
億円

受注残高

億円
受注残高

％

●建築商品受注高及び受注残高

期
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2019年3月期の増配について

2019年2月8日 適時開示資料

● 株主還元基本方針に基づき、
2月8日に 株当たり 円の増配を実施させて
いただくことリリースしております。

この結果、2019年３月期の配当につきましては、

株当たり 円となる予定です。

●株主還元基本方針
当社は、株主に対する利益還元を経営の重要な課題の
一つと位置付けており、将来の財務体質・経営基盤の
強化と今後の事業展開等を勘案し、内部留保も確保し
ながら、利益還元のための株主への配当も重視するこ
とを基本方針としております。
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●セミナー集客を強化 ●新たな顧客の紹介ルートの開拓を行う

●城南３区を中心とした土地情報収集力、設計施工体制及び企画力を引き続き強化

●自社ブランドマンションGranDuoシリーズの販売数を増やすとともに、大型物件の開発・販売を進め販売単価の
引き上げを図る

●設計施工人材の積極採用 ●システム投資の強化

●広告宣伝費については横ばい、その他販管費については伸びを抑制する

141.64億円
160.00億円

［前期比 13.0％増］

10.12億円
13.00億円
［前期比 28.3％増］

2019年3月期

2019年3月期

2020年3月期

2020年3月期

2020年3月期 通期予想
● 2020年3月期は過去最高売上高、最高益を目標に

売上高

営業利益
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2020年3月期 販売予定物件

不動産商品は、 件予定

建築商品は、 件予定 合計 件

※完成予想CGは設計段階の図面を基に描いたもので実際とは多少異なります。また、今後変更になる場合がございます。
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城南3区でNo.1

※株式会社建設データバンク調べ (2019年4月現在)

で　

NO.

年 月～ 年 月までの竣工棟数

城南3区（世田谷区・目黒区・渋谷区)で
新築RC一棟マンションの竣工棟数



【出典】野村資本市場研究所推計資料を基に当社にて作成
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①相続市場への展開
●相続資産の規模は既に年間50兆円に達し、2010年から2030年の総計で1000兆円を
超える勢いで成⾧。

2015年より相続税の基礎控除額が縮小され、相続税
対策はこれまでにも増して重要となっています。
相続財産に不動産を組み込むことは、相続税を大幅に
軽減する手段の一つとなっています。

相続・贈与シミュレーター
「資産まもる君」

一口 万円の小口化商品
「GrandFunding」

相続市場予測
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資産圧縮効果

約 ～ ％の資産圧縮効果が期待できる



12

②業界初！AIを活用した相続・贈与税シミュレーター「資産まもる君」展開

※画像は開発中の「資産まもる君」イメージです

※1 日本税理士会連合会調べ( 2018/10月現在)※2 日本弁護士連合会調べ(2018/1月現在) ※3 日本行政書士会連合会調べ( 2018/10月現在)※4 日本司法書士会連合会調べ(2018/4月現在)

資産まもる君
7月リリース予定！

人
※

税理士 弁護士

※2

人
行政書士

※3

人
司法書士

※4

人

●メリット

・成約手数料をお支払い

・無償提供システム

・最新の物件情報を提供

●お客様に最適な不動産投資物件や不動産小口化商品を瞬時に簡単提案
●相続の専門家に向けてシミュレーターを無償提供
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相続や贈与時に高度な税計算などが必要とされる相続・

贈与市場において、AIなどテクノロジーを活用して不動

産を介した最適な相続・贈与が提案できるシステム開発

などを進め、相続税対策を検討している顧客への提案力

の強化や効率化などの実現に向けて、今後も各企業との

業務提携などを推進予定。

士業ネットワーク拡大・業務提携

相続管理システム展開のBBCと業務提携

すでに約2,000の税理士事務所が導入している株式会社

BBCの「相続管理システム2in1Win」とも連携予定。
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③大型物件展開

※完成予想CGは設計段階の図面を基に描いたもので実際とは多少異なります。また、今後変更になる場合がございます。尚、完成予想図で使用している家具や調度品、備品等は実際ございません。
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④メディアコラボ大型セミナーの展開

※過去開催したセミナーの様子

期セミナー集客予定人数 人

19期予定のセミナー講演

・06月22日 日経BP主催セミナー

・07月06日 オーナーズスタイル主催セミナー

・07月12日 日経・税理士イベント

・07月16日 幻冬舎・税理士イベント

・07月20日 幻冬舎GGO主催セミナー(一棟)

・07月20日 日経BP主催セミナー(小口)

・08月25日 日経フェア(大阪)

・08月31日 日経フェア(名古屋)

・09月07日 日経フェア(東京)

・09月07日 ラジオNIKKEリスナーセミナー
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